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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第89期
第２四半期
連結累計期間

第90期
第２四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 10,402,701 7,163,894 17,716,242

経常利益又は経常損失(△) (千円) 458,278 △74,836 322,528

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 242,766 △122,782 239,758

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 330,157 △118,949 342,772

純資産額 (千円) 5,357,012 5,203,405 5,369,581

総資産額 (千円) 28,151,481 12,985,920 13,627,451

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 10.28 △5.20 10.15

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.0 40.1 39.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 382,590 681,176 1,884,176

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △451,108 △312,512 1,365,049

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 56,603 △597,582 △3,420,018

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,279,311 891,515 1,120,434

　

回次
第89期
第２四半期
連結会計期間

第90期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 4.00 △2.99

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　 ２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第89期第２四半期連結累計期間および第89期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第90期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　
２ 【事業の内容】

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。　　　　　　　　　

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

（1）業績の状況

平成25年３月期の当第２四半期連結累計期間は、７月以降、世界経済ではギリシャ・スペインの財政不

安および軟調な米中経済指標を背景に円高が継続し、日本産業界に一層の空洞化懸念が強まりました。９

月に入り、欧州の重債務国救済策や日米追加金融緩和の発表により、新興国通貨や商品市場も上昇しまし

たが、世界経済の停滞に加え、世界需要の牽引役である中国経済の減速懸念は一段と顕著になりました。

また各国の金融緩和策により、流動性は金、原油、非鉄商品等の商品市場に流入する傾向は続きました。

　伸銅業界全体の黄銅棒の生産につきましては、４月～９月の累計では90,050トンと前年同期に比べ

9.7％減少しました。第２四半期は、第１四半期に比べ、景気鈍化の気配もさらに強まり、生産量も減少傾

向となりました。

　新工場への移転を継続中の当社に関しましても、同様に生産量および受注量の減少を受けることとなり

ました。なお、鋳造・押出工程におきましては、新工場と旧工場の並行操業を継続しておりましたが、第２

四半期末をもって、鋳造工程は新工場に一本化し、年内に押出工程、来年３月末までの電子素材部門の移

設をもって、移転完了となる見込みです。

大阪黄銅株式会社を含む当社グループの業績につきましては、第２四半期累計で、製品等の販売量は、

12,174トンと前年同期比16.3％減少しました。売上高につきましては販売量の減少と販売価格の低下に

より、7,163百万円と前年同期比31.1％減少しました。収益面につきましては、上述のとおり、販売量の減

少および新工場と旧工場の並行操業によるエネルギーコストの大幅な上昇等を主たる要因として、また

株式相場の下落による保有投資有価証券の減損処理も加わり、赤字決算を余儀なくされました。営業損失

は68百万円（前年同期比△560百万円）、経常損失は74百万円（前年同期比△533百万円）、四半期純損失

は122百万円（前年同期比△365百万円）となりました。

　
当社グループは伸銅品関連事業の単一セグメントとしております。伸銅品関連事業の部門別の業績を

示すと、次のとおりであります。

（伸銅品）

当社グループの主力製品である伸銅品は、新工場への移転も絡み、販売量は前年同期比15.2％の減少

となりました。また原料価格の下落も相俟って、売上高は6,400百万円と前年同期比29.3％の減少とな

りました。
　

（伸銅加工品）

伸銅加工品では、主として建設機械向けの切削品、鍛造品等の分野で、中国向けの大幅な減少により、

販売量では前年同期比23.0％の減少となり、売上高は価格の下落と相俟って338百万円と前年同期比

40.5％の減少となりました。
　

（その他の金属材料）

子会社である大阪黄銅株式会社の流通としての機能を発揮することで、伸銅品原材料のみならず伸

銅品以外の材料（アルミおよびステンレス材等）の販売を進めて参りましたが、景気鈍化の影響によ

り売上高は424百万円と前年同期比45.8％の減少となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は前第２四半期連結累計期間に比べ387百万

円減少し891百万円になりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、681百万円（前年同四半期連結累計期間は382百万円の収入）となりま

した。これは主に、税金等調整前四半期純損失146百万円を計上しましたが売上債権の227百万円の減少、

および消費税の還付等に伴うその他の増加額413百万円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、312百万円（前年同四半期連結累計期間は451百万円の支出）となりま

した。これは主に、有形固定資産の取得による支出315百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、597百万円（前年同四半期連結累計期間は56百万円の収入）となりま

した。これは主に、長期借入金の返済による支出1,249百万円および長期借入れによる収入750百万円によ

るものであります。

　
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

および新たに生じた課題はありません。

当社では「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」を定めております。その概要は次のとおり

であります。

①基本方針の内容

当社は、昭和13年創業の黄銅棒メーカーであります。創業以来70余年間に培った高品質と安定供給体

制の完備により、当社製品は多数の優良機械・金属部品メーカー等のユーザーに支持され、信用を築い

てまいりました。現在は電子素材のコネクター線や環境対応製品の開発など需要家のニーズに積極的

に応えております。

当社は現在、企業価値の向上を目指し中期経営計画を策定し鋭意これを実行しております。その内容

の主なものは、「ＲＯＥ10％越え、当期純利益５億円以上を安定的に達成できる収益基盤の構築、配当

性向20％を目途に、安定配当の継続」等であります。これらの重要課題を中心とした中期経営計画を着

実に実行していくことが当社の企業価値を中・長期的に向上させ、ひいては長く株主の皆様のご期待

に応えることになると確信しております。

　そして当社の中・長期的な企業価値向上のためには万一、濫用的な買収者によって実行中の施策や方

針が不合理に頓挫させられることのないように、適切かつ合理的な措置を講じておく必要があると考

えております。
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②不適切な支配の防止のための取り組み

当社株式は上場株式として自由に売買できますが、時として短期的な利益を追求するグループ等に

よる大規模買収が、株主の皆様に結果として不利益を与える恐れがあります。大規模買収者が現れた場

合に、買収に応じるか否かは株主の皆様の判断に委ねられるものと考えております。そこで買収提案が

なされた時に株主の皆様が十分な情報と時間の下に適切にご判断いただけるよう、また、明らかに株主

一般の利益を害すると判断される買収行為への対策として「当社株式の大規模買付行為に関する対応

方針（買収防衛策）」を平成18年１月16日の取締役会において決定、公表し、更新した概要を情報公開

すると共に毎年の定時株主総会において株主の皆様にご報告いたしております。

　これは「事前警告型」買収防衛策であり、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目

的とする当社株式の大規模買収者に対しては買収者の概要、買収目的、買付価格の算定根拠、買収資金

の裏付け、買収後の経営方針等につき当社への充分な情報提供を行うことなどの大規模買付ルールの

遵守を要請します。

　当社取締役会は、大規模買収者が現れ次第、外部の有識者３名で構成する「諮問委員会」を招集し、提

供された情報を基に、同委員会に意見を求め、その意見を最大限尊重した上で、所定の評価期間（60日

間または90日間）内に、当該買収提案に対する評価結果や代替案等を発表いたします。

　大規模買付ルールは、株主の皆様に、買収に応じるか否かを適正に判断していただくために必要な情

報や、現に当社の経営を担っている取締役会の見解を提供し、場合によっては代替案の提示を示す等の

機会を保証することを目的としています。適時に情報開示し、ご判断に供していただけるようにしてま

いります。

　また、大規模買収者が大規模買付ルールを遵守しない場合または、当該大規模買付行為が当社および

当社株主全体の利益を著しく損なうと認められる場合は、当社および当社株主全体の利益を守ること

を目的として、所定の評価期間の経過を待たずに、当社取締役会が新株予約権の発行等の対抗措置を取

ることがあります。

なお、買収防衛策として株主割当により新株予約権を発行する場合、新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数は２株であります。（ただし、大規模買収者には新株予約権の行使を認めません。）

③不適切な支配防止のための取り組みについての取締役会の判断

大規模買収者に要請する大規模買付ルールに基づく各種資料の開示を通じて、当社に対する大規模

買収者の概要、具体的な資金スキームおよび買収後の当社に対する経営方針等々が明らかになり、株主

の皆様の判断材料が充実したものになります。

　当社取締役会としては、上記の対応方針は、上記基本方針および当社の株主の共同の利益に沿うもの

であり、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　なお、当社の取締役の任期は１年であり、上記「株式会社の支配に関する基本方針」は必要に応じて

見直すこととしております。

　
（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,700,00023,700,000

大阪証券取引所
(市場第二部)
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数　1,000株

計 23,700,00023,700,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

－ 23,700 － 1,595,250 － 290,250
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(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ＣＫサンエツ 富山県高岡市守護町２丁目12番1号 3,833 16.2

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目4番2号 3,726 15.7

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目7番1号 1,007 4.2

三菱伸銅株式会社 東京都品川区北品川４丁目7番35号 1,000 4.2

三井住友信託銀行株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目4番1号
(東京都中央区晴海１丁目8番11号)

831 3.5

浅香工業株式会社 大阪府堺市堺区海山町２丁117番地 520 2.2

三谷伸銅株式会社 京都府京都市南区上鳥羽大柳町1-1 510 2.2

株式会社ハマイ 東京都品川区西五反田５丁目22番13号 501 2.1

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社
(常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都渋谷区恵比寿１丁目28番1号
(東京都港区浜松町２丁目11番3号)

412 1.7

市原金属産業株式会社 愛知県名古屋市中区上前津２丁目9番10号 400 1.7

計 ― 12,741 53.7

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　86,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,544,000 23,544 ―

単元未満株式 普通株式 　　70,000 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 23,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 23,544 ―

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本伸銅株式会社

大阪府堺市堺区匠町20番地１ 86,000― 86,000 0.36

計 ― 86,000― 86,000 0.36

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１

日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,153,434 924,515

受取手形及び売掛金 ※2
 3,975,933

※2
 3,741,276

商品及び製品 383,752 536,287

仕掛品 1,119,342 826,892

原材料及び貯蔵品 557,599 675,472

未収入金 441,020 7,191

繰延税金資産 202,050 235,538

その他 22,848 18,483

貸倒引当金 △1,730 △439

流動資産合計 7,854,251 6,965,218

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 155,223 156,973

減価償却累計額 △8,748 △16,346

建物及び構築物（純額） 146,474 140,626

機械装置及び運搬具 2,041,867 2,068,199

減価償却累計額 △1,476,696 △1,539,194

機械装置及び運搬具（純額） 565,171 529,004

土地 4,208,011 4,208,011

建設仮勘定 － 355,420

その他 136,945 138,320

減価償却累計額 △114,786 △117,934

その他（純額） 22,159 20,386

有形固定資産合計 4,941,816 5,253,448

無形固定資産

ソフトウエア 9,864 8,562

施設利用権等 9,719 9,469

無形固定資産合計 19,584 18,031

投資その他の資産

投資有価証券 757,427 702,654

その他 54,370 46,567

投資その他の資産合計 811,798 749,221

固定資産合計 5,773,199 6,020,702

資産合計 13,627,451 12,985,920
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 1,322,669

※2
 1,324,844

短期借入金 3,649,656 3,345,815

未払消費税等 － 27,382

未払費用 252,564 247,673

未払法人税等 13,374 11,257

賞与引当金 61,800 47,700

その他 126,435 187,841

流動負債合計 5,426,499 5,192,514

固定負債

長期借入金 1,234,911 990,936

退職給付引当金 181,057 186,613

役員退職慰労引当金 89,530 83,700

環境対策引当金 90,000 90,000

繰延税金負債 478,307 483,816

再評価に係る繰延税金負債 741,315 741,315

その他 16,248 13,618

固定負債合計 2,831,369 2,590,000

負債合計 8,257,869 7,782,514

純資産の部

株主資本

資本金 1,595,250 1,595,250

資本剰余金 290,250 290,250

利益剰余金 2,206,829 2,036,819

自己株式 △15,821 △15,821

株主資本合計 4,076,508 3,906,498

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △8,381 9

繰延ヘッジ損益 △37,238 △41,795

土地再評価差額金 1,338,693 1,338,693

その他の包括利益累計額合計 1,293,073 1,296,907

純資産合計 5,369,581 5,203,405

負債純資産合計 13,627,451 12,985,920
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 10,402,701 7,163,894

売上原価 9,439,345 6,777,147

売上総利益 963,355 386,747

販売費及び一般管理費 ※1
 471,203

※1
 454,844

営業利益又は営業損失（△） 492,152 △68,096

営業外収益

受取利息 894 116

受取配当金 10,743 11,753

受取保険金 － 11,569

その他 2,452 4,507

営業外収益合計 14,090 27,946

営業外費用

支払利息 38,954 18,834

支払手数料 － 8,803

売上割引 6,422 5,487

手形売却損 2,166 1,448

その他 420 113

営業外費用合計 47,964 34,686

経常利益又は経常損失（△） 458,278 △74,836

特別損失

固定資産除却損 87 －

投資有価証券評価損 32,281 72,007

特別損失合計 32,369 72,007

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

425,909 △146,844

法人税、住民税及び事業税 148,693 8,341

法人税等調整額 34,449 △32,402

法人税等合計 183,143 △24,061

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

242,766 △122,782

四半期純利益又は四半期純損失（△） 242,766 △122,782
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

242,766 △122,782

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △22,693 8,390

繰延ヘッジ損益 110,085 △4,557

その他の包括利益合計 87,391 3,833

四半期包括利益 330,157 △118,949

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 330,157 △118,949

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

425,909 △146,844

減価償却費 101,949 76,461

貸倒引当金の増減額（△は減少） △682 △1,290

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,288 5,556

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,940 △5,830

受取利息及び受取配当金 △11,637 △11,870

支払利息 38,954 18,834

売上割引 6,422 5,487

投資有価証券評価損益（△は益） 32,281 72,007

有形固定資産除却損 87 －

売上債権の増減額（△は増加） 19,427 227,722

たな卸資産の増減額（△は増加） 421,943 22,041

仕入債務の増減額（△は減少） △235,653 2,174

未払消費税等の増減額（△は減少） 47,557 27,382

その他 47,371 413,952

小計 889,582 705,785

利息及び配当金の受取額 15,384 11,870

利息の支払額 △38,970 △19,749

法人税等の支払額 △483,405 △16,729

営業活動によるキャッシュ・フロー 382,590 681,176

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △23,000 △23,000

定期預金の払戻による収入 38,000 23,000

有価証券の償還による収入 300,000 －

有形固定資産の取得による支出 △14,110 △315,773

有形固定資産の売却による収入 400 －

無形固定資産の取得による支出 △3,120 －

投資有価証券の取得による支出 △3,062 △1,625

収用に係る経費分による支出 △157,135 －

収用に係る設備取得のための支出 △589,236 －

保険積立金の解約による収入 － 3,693

その他 156 1,194

投資活動によるキャッシュ・フロー △451,108 △312,512
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 525,996 △48,372

長期借入れによる収入 － 750,000

長期借入金の返済による支出 △373,896 △1,249,443

リース債務の返済による支出 △5,269 △2,881

配当金の支払額 △90,187 △46,886

自己株式の取得による支出 △38 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 56,603 △597,582

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,915 △228,918

現金及び現金同等物の期首残高 1,291,226 1,120,434

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,279,311

※1
 891,515
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　　１　受取手形割引高　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形割引高 552,142千円 745,686千円

　
※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。　　　　　　　
　　なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満
期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 97,523千円 40,500千円

割引手形 268,367千円 349,563千円

支払手形 67,867千円 55,608千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。　

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

荷造運搬費 110,131千円 104,543千円

報酬・給与及び手当 194,047千円 192,522千円
　

賞与引当金繰入額 19,600千円 11,900千円

退職給付引当金繰入額 8,959千円 8,606千円

租税公課 10,538千円 8,032千円

減価償却費 10,278千円 6,996千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,510千円 7,320千円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
　至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

現金及び預金 1,312,311千円 924,515千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △33,000千円 △33,000千円

現金及び現金同等物 1,279,311千円 891,515千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり　配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 94,456 4 平成23年３月31日 平成23年６月30日

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

　
当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり　配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月14日
　取締役会

普通株式 利益剰余金 47,226 2 平成24年３月31日 平成24年６月29日

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

   　１. 前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

 当社グループは、伸銅品関連事業の単一セグメントであるためセグメント情報の記載を省略

しております。

　
   　２. 当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

 当社グループは、伸銅品関連事業の単一セグメントであるためセグメント情報の記載を省略

しております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。　

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
(△)

10円28銭 △5円20銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) 242,766 △122,782

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額
　　又は四半期純損失金額(△)

242,766 △122,782

    普通株式の期中平均株式数(株) 23,614,101 23,613,399

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　
平成24年11月８日

日本伸銅株式会社

取締役会  御中

　 　
　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    和　田　稔　郎    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    森　村　照　私    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
伸銅株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本伸銅株式会社及び連結子会社の平成24年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

